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論 文 の 要 旨 
 
本論文は、日本人の食生活において主要な位置を占める外来野菜の中からキャベツとハクサイに注目
し、日本における外来野菜の導入と普及の特質を明らかにすることを目的としたものである。歴史地理
学および隣接分野の野菜生産地域研究において、生産のみならず育種、流通、消費を視野に含め全体構造を
論じた先行研究は乏しかったが、その全体構造を実証的に明らかにしたことに本論文の意義がある。 
第Ⅰ章「序論」では、従来の農学や地理学・歴史地理学における野菜生産地域の研究では自然・交通
条件からの分析に主眼が置かれ、食文化史研究では調理と飲食など消費的側面からの分析に主眼が置か
れてきたため、両者の議論を包摂する枠組みで実態解明が望まれている研究の現状を示す。そのうえで
本論文では、外来野菜の普及は生産と消費を両方の核としつつ、両者を結ぶ流通や生産の前提となる育
種、消費の内実としての加工・調理などを含めた種々の要素が相互に関わりながら展開するとの考えに
立脚し、育種から生産、流通を経て消費に至る一連の営為全体を研究対象とし、その形成と変容を明ら
かにすると述べる。 
第Ⅱ章「外来野菜生産の史的展開」では、日本における外来野菜生産の歴史を概観することにより外
来野菜普及の画期を検討し、外来野菜の普及が著しく進捗した時期として、明治後期から昭和戦前期と
第二次世界大戦後の高度経済成長期の二つの時期を抽出する。とくに前者は作付面積の増加率などから
判断して、生産量が着実に増加した時期であった。後者の時期には現代に繋がる主産地が形成され、キ
ャベツ・ハクサイともに、第二次世界大戦の前後で産地の構成が大きく変化した。これらのことから、
外来野菜の導入から普及に至る連続的な過程を検討するには、従来から研究蓄積のある第二次世界大戦
後の主産地ではなく、昭和戦前期までに成立した産地を分析対象とすることが有効であると述べる。 
 第Ⅲ章「外来野菜導入期における普及阻害要因とその克服」ではキャベツとハクサイを対比させつつ、
導入から普及の端緒をつかむまでの過程を考察している。キャベツは、明治政府による積極的な導入政
策や良好な試作結果から、導入当初から生産に必要な条件が整っていた。しかし、当時の日本人の多く
がキャベツ特有の「におい」に抵抗感を抱いたことや、「酢煮」など日本人の食生活と乖離した調理法が
提示されたことが普及の阻害要因となった。明治中期になると「下茹で」によりキャベツの「におい」
を弱める新たな調理法が開発された。このことが食生活におけるキャベツ普及の素地になるとともに、
キャベツ需要の拡大に着目した岩手や東京などの民間育種家によって国産品種が育成された。一方のハ
クサイは、明治政府による導入政策が消極的であったことに加え、在来漬菜類との「交雑」を回避する
育採種技術の確立が困難であったことが普及の阻害要因となった。大正期に宮城や愛知などでハクサイ
の国産品種が育成され種子の供給体制が整うと、時を置かず大規模産地が出現し、生産量が急増した。
ここから、近代における外来野菜生産地域の成立には、導入初期の段階にみられる阻害要因の克服が必
要であり、その克服が普及をもたらすと指摘する。 
第Ⅳ章「岩手甘藍生産地域の展開」では、大正期から昭和戦前期にかけて都市市場への大量供給を担
った先駆的かつ代表的なキャベツ産地として岩手甘藍生産地域を取り上げ、キャベツの導入から生産地
域が形成されるまでの実態を明らかにした。岩手県では明治前期から導入が試みられるとともに、採種
技術を保持する盛岡近郊の民間育種家がキャベツを受容し、貯蔵や長距離輸送に適した「南部甘藍」を
育成するなど、積極的な展開が図られたと指摘する。大正期から昭和戦前期にかけて、都市でのキャベ
ツ需要に着目した産地仲買人が自家採種や育苗を行い農家へ提供することで、キャベツ産地は盛岡以北
の岩手郡、二戸郡などへ拡大した。一方、岩手県農会や岩手県立農事試験場などの公的機関は、品種の
統一や小型化など都市需要を考慮した生産出荷指導を実施し、「岩手甘藍」の商標でキャベツ産地の振興
を推進した。これにより、都市におけるキャベツ需要の増大と連動した岩手甘藍生産地域拡大の実態を
明らかにしている。 
第Ⅴ章「仙台白菜生産地域の展開」では、大正期から昭和戦前期にかけて都市市場への大量供給を担
った先駆的かつ代表的なハクサイ産地として仙台白菜生産地域を取り上げ、ハクサイの導入から生産地
域が形成されるまでの実態を明らかにした。宮城県では、日清戦争後に公的機関において芝罘種ハクサ
イの採種が始められ、大正期に至って隔絶性の高い松島湾内の島嶼において「松島白菜」を育成すると
ともに、種苗業者が島民への委託採種を推奨して種子の量産体制を確立した。その後ただちに「仙台白
菜」の商標で都市市場への出荷が開始されると、高品質の漬菜を求める消費者の潜在需要と合致し、宮
城県農会主導による全県的な産地振興策と相まって、急速に銘柄産地としての地位を獲得した。関東に
多数のハクサイ産地が成立すると、宮城県農会では生産調整や帝国農会を通じた販売統制、「松島白菜」
への品種統一、移出白菜検査の徹底、新たな需要の掘り起こしを狙った市場での宣伝活動などを実施し、
これらの活動が都市におけるハクサイ需要の拡大に寄与したと述べる。 
第Ⅵ章「都市化の進展と外来野菜の大衆化」では、東京市を事例に、流通・消費の側面からキャベツ・
ハクサイが身近な食材として都市大衆層に受容される過程を検討している。東京市では明治後期以降急
速に都市化が進み、鉄道を利用した輸送園芸産地が進出するとともに、東京市中央卸売市場の整備が進
むなど生鮮食料品の流通機構の改良が図られる。本論文では、このような大都市市場を取り巻く変化に
対応して輸送園芸産地から供給されるキャベツ・ハクサイの総量が増加し、それとともに価格の低廉化
が進み、都市の大衆層がキャベツ・ハクサイを安価でふんだんに利用できる大衆野菜として受容するに
至ったと指摘する。結球野菜で輸送性・貯蔵性に優れたキャベツ・ハクサイが主要野菜としての地位を
獲得したことにより、日本における伝統的な根菜類・芋類主体の野菜消費の在り方とともに、地域的多
様性が大きかった漬菜の生産・流通・消費にも大きな転換をもたらしたと述べる。 
 第Ⅶ章「結論」では、以上の検討を総括する。日本におけるキャベツ・ハクサイの普及には大正期か
ら昭和戦前期における生産地域の成立が大きく寄与しているが、それらの生産地域が成立する背景には、
導入期における阻害要因を克服し、育採種技術の確立や都市市場と結合した生産・出荷体制の構築、都
市における一般大衆の日常的な消費習慣の定着があったと結論づける。さらに、輸送性や貯蔵性に優れ
た結球野菜の普及は、同一品目の野菜が日本国内で広く流通・消費される状況を招来した点で、地域的
差異の大きな野菜の生産と消費の在り方を一変させたと指摘する。外来野菜の普及という現象を捉える
には、生産的要因に偏ることなく、育種や流通、消費を含めた構造全体を包括的に検討することにより、
それまで見えにくかった外来文化の受容の特質とともに、伝統的な農業や食生活における地域的多様性
とその縮小過程が解明できると提言している。 
 
審 査 の 要 旨 
１ 批評 
本論文は、これまで十分に解明されてこなかった、日本における外来野菜の導入と普及について、育種、
生産、流通、消費を含めた全体構造を視野に入れて究明した意欲的な作品である。野菜生産地域研究におけ
る消費的要因を含めた実態解明は先行研究がきわめて乏しい状況にあり、本論文において料理手引書・婦人
雑誌の記事を渉猟した調理法の分析や、都市での需要に対応した生産地域内での育種・生産の実態解明は、
生産的要因に偏重しがちな従来の地理学・歴史地理学に新知見をもたらした優れた研究成果である。さらに、
従来の研究ではさほど重視されなかった大正期から昭和戦前期における生産地域の成立が、育採種技術の確
立や都市の一般大衆の消費との結びつきなどの点で、日本における外来野菜の普及を進展させたという指摘
は卓見である。 
ただし、外来野菜が農村部など大都市以外で普及する様相や、戦争が外来野菜の普及に与えた影響につい
ては検討が乏しく、課題として残された。この解明のためには、地方改良運動や生活改善運動に関する史料
の分析など、さらなる検討が望まれる。 
このような問題を含むものの、これまで自然条件や交通条件の検討に偏る傾向があった野菜生産地域研究
において、本論文が栽培の前提となる育採種技術の確立や需要を創出・拡大するための調理法の考案などを
含めた普及の全体構造を明らかにした功績は大きい。本論文は日本における野菜生産地域の歴史地理学研究
を深化させ、学界に寄与するものとして高く評価できる。 
 
２ 最終試験 
  平成２９年１月１２日、人文社会科学研究科学位論文審査委員会において、審査委員全員出席のもと、本
論文について著者に説明を求めた後、関連事項について質疑応答を行った。なお、学力の確認は、著者が「人
文社会科学研究科論文審査等実施細則」第 10条（ 3 ）に該当することから免除し、審議の結果、審査委
員全員一致で合格と判定された。 
 
３ 結論 
  上記の論文審査ならびに最終試験の結果に基づき、著者は博士（文学）の学位を受けるに十分な資格を有
するものと認める。 
 
